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４．定款の一部変更の内容（下線部分は変更箇所を示しております。） 

   

変更前 変更後 

（利益配当金） 

第12条の6 当会社は、毎年３月３１日の

最終の株主名簿に記載または記

録された種類株主Ｂおよび種類

株式Ｂの登録質権者（以下「種

類登録質権者Ｂ」という。）に

対し、毎年度種類株式Ｂの発行

価額の１％を上限とし、取締役

会が決定する計算方法に基づき

算出された金額（以下「優先配

当基準金額」という。）を、普

通株主および普通登録質権者な

らびに種類株主Ａおよび種類登

録質権者Ａに優先して配当を受

ける権利を有する。ただし、種

類株主Ｂおよび種類登録質権者

Ｂに対しては、優先配当基準金

額を超える利益配当は行われず

（非参加型）かつ優先配当基準

金額の配当を行わない場合にお

いても、その差額は翌営業年度

以降累積しない（非累積的）。 

 

(事業年度) 

第46条 当会社の事業年度は、毎年４月１

日から翌年３月31日までとする。

 

(期末配当金) 

第47条 当会社の剰余金の配当は、株主総

会の決議によって毎年３月31日の

最終の株主名簿に記載または記録

された株主または登録株式質権者

に支払う。 

 

(中間配当金) 

第48条 当会社は、取締役会の決議によ

り、毎年９月30日の最終の株主名

簿に記載または記録された株主ま

（利益配当金） 

第12条の6 当会社は、毎事業年度末日の

最終の株主名簿に記載または記

録された種類株主Ｂおよび種類

株式Ｂの登録質権者（以下「種

類登録質権者Ｂ」という。）に

対し、毎事業年度種類株式Ｂの

発行価額の１％を上限とし、取

締役会が決定する計算方法に基

づき算出された金額（以下「優

先配当基準金額」という。）

を、普通株主および普通登録質

権者ならびに種類株主Ａおよび

種類登録質権者Ａに優先して配

当を行う。ただし、種類株主Ｂ

および種類登録質権者Ｂに対し

ては、優先配当基準金額を超え

る利益配当は行われず（非参加

型）かつ優先配当基準金額の配

当を行わない場合においても、

その差額は翌営業年度以降累積

しない（非累積的）。 

 

(事業年度) 

第46条 当会社の事業年度は、毎年10月１

日から翌年９月30日までとする。

 

(期末配当金) 

第47条 当会社の剰余金の配当は、株主総

会の決議によって毎事業年度末日

の最終の株主名簿に記載または記

録された株主または登録株式質権

者に支払う。 

 

(中間配当金) 

第48条 当会社は、取締役会の決議によ

り、毎年３月31日の最終の株主名

簿に記載または記録された株主ま



たは登録株式質権者に対し、中間

配当金として金銭の分配をするこ

とができる。 

 

(新設) 

たは登録株式質権者に対し、中間

配当金として金銭の分配をするこ

とができる。 

 

附則 

第1条 第46条(事業年度)の規定にかかわ

らず、平成26年４月１日から始ま

る第50期事業年度は平成26年９月

30日までの６ヵ月間とする。 

第2条 第12条の6（利益配当金）の規定に

かかわらず，第50期事業年度にお

ける種類株主Ｂおよび種類登録質

権者Ｂに対する配当額の上限は，

種類株式Ｂの発行価額の0.5％と

する。 

第3条 本附則は第50期事業年度の末日の

経過をもってこれを削除する。 

 

５．日程 

   第49期定時株主総会開催日：平成26年６月27日（予定） 

   定款変更の効力発生日：同上 

以 上 


